
公益財団法人 池谷科学技術振興財団 助成金交付約款 

 

２０２６年９月１日制定 

（目的） 

第１条 この約款は、公益財団法人 池谷科学技術振興財団（以下、「当財団」という。）が実施する

助成事業（（以下、「助成事業」という。）と、その助成事業に基づき交付される助成金（（以下、

「助成金」という。）の交付等に関して必要な事項を定める。 

（対象となる助成） 

第２条 本約款は、次の各号に定める助成にかかる助成事業に関する助成金の交付を対象とする。 

（１）先端材料及びこれに関連する科学技術分野における研究に対する助成（（以下、「研究助

成」という。） 

（２）先端材料及びこれに関連する科学技術分野における研究に係る国際交流等研究者交流

に対する以下の各助成（以下、「国際交流等助成」という。） 

① 日本の研究機関に所属する研究者を海外に派遣することに対する助成（以下、「派遣助

成」という。） 

② 海外の研究者を招聘することに対する助成（以下、「招聘助成」という。） 

（助成金受領者） 

第３条 本約款に基づき交付される助成金を受領することができる研究者（（以下、「助成金受領者」と

いう。）は、当財団が指定する方法で前条に定める助成事業にかかる助成金の交付を申請して

採択された研究者のうち、次の各号に定める条件をすべて充たす者とし、助成対象期間中に

これらの条件のいずれか一つでも充たさないこととなった者は、その時点において助成金受

領資格を失うものとする。 

（１）日本国内にある大学と大学附属研究所、大学共同利用機関法人、高等専門学校または公的

研究機関を主たる勤務先（以下、「所属研究機関」という。）とする研究者であること。 

（２）助成金の交付対象となる研究（（以下、「助成対象研究」という。）を実施すること、または

助成対象の研究者派遣もしくは招聘をすること（（以下、「研究等の実施」という。）に所属

研究機関との雇用契約、職務内容及びエフォート上の支障がなく、研究等の実施及び当財

団からの助成金を受領することについて所属機関から承諾を得ている研究者であること。 

（３）その他、前条に定める各助成にかかる募集要項において定めた事項に合致する研究者であ

ること。 

（助成金の交付対象） 

第４条 助成金は、助成金受領者が所属する所属研究機関に対して交付するものとする。 

（助成金交付の確定） 

第５条 助成金の交付は、当財団が所属研究機関宛に発行する「助成金（奨学寄附金）申込書」に対

して、所属研究機関が承諾書（当財団所定の書式による。）を提出し、あわせて助成金受領者

が本約款に従って研究を実施すること等を誓約する旨の誓約書（当財団所定の書式による。）

を提出することによって確定する。 



（助成金受領者の義務） 

第６条 助成金受領者は、採択された助成金交付申請にかかる申請書（（以下、「交付申請書」という。）

に記載されたところに従い研究等の実施をしなければならない。 

２ 助成金受領者は、助成金を研究等の実施以外の目的に使用してはならない。 

３ 助成金受領者は、交付申請書の内容や登録された所属研究機関の情報等に変更が生じる場合

は、必ず事前に当財団に相談し、当財団の指示に従って、第１１条及び第１２条の手続をと

らなければならない。 

４ 助成金受領者は、本約款に定める事項を遵守しなければならない。 

（所属研究機関の義務） 

第７条 所属研究機関は、交付された資金を、善良なる管理者の注意をもって管理し、交付申請書に

記載の支出計画に沿って支払いを行い、当該支払いに関する証憑を保管しなければならない。 

２ 所属研究機関は、助成金受領者の助成金にかかる収支報告書の作成に協力しなければならな

い。 

３ 所属研究機関は、助成金受領者が退職、休職し、または所属の異動等が生じて研究等の実施

に影響が出ること（以下、「通知事項」という。）が判明した場合において、助成金受領者本

人による当財団への通知が困難な事情があるときは、速やかに当財団に通知事項を通知しな

ければならない。 

４ 所属研究機関は、本約款に基づき当財団に対して助成金の返還義務が生じた場合には、速や

かに助成金を当財団に返還しなければならない。 

（当財団の義務） 

第８条 当財団は、助成金交付にあたり、次の各号に掲げる要求等を行わないものとする。 

（１）助成金交付の対価として、助成金受領者または所属研究機関に対して、何らかの利益また

は便宜供与を求めること。 

（２）本約款に定めた以外の理由で、助成金交付の全部または一部を取り消すこと。 

（３）助成金により取得した財産について、当財団への無償譲渡を求めること。 

（助成金の交付） 

第９条 助成金は、当財団の専用サイト上に助成金受領者ごとに開設される「研究者マイページ」の

「助成金振込先口座情報」に登録された所属研究機関の口座に振り込む方法により交付する

ものとする。なお、助成金受領者名義の口座は助成金振込先口座として登録することはでき

ない。 

２ 研究助成にかかる助成金は、助成対象期間初年度の７月１５日と１２月１５日の２回に分割

して、それぞれ２分の１の額を交付するものとする。なお、該当日が休日の場合は、その直

前の銀行営業日に交付する。 

３ 国際交流等助成にかかる助成金は、渡航または招聘の１か月前を目途に全額を交付するもの

とする。 

（助成金の使途） 

第１０条 助成金は、交付申請書に記載された研究等の実施に直接必要な経費を支弁する目的にのみ使

用できるものとし、設備の移設費、引越し費用、研究室の内装工事その他の助成対象研究実



施に直接必要と認められないものに使用することはできない。ただし、助成金受領者から事

前の申請があった場合には、当財団は、設備購入に付随する工事等に要する費用を支弁する

ために助成金を使用することを認めることができる。 

２ 助成金は、研究者（助成金受領者、派遣または招聘される研究者及びこれらの共同研究者を

含む）の給与、交際費等の経費に支出に充てることはできない。ただし、助成対象研究の補

助者として臨時に雇い入れた者に対する謝金の支出はこの限りではないが、謝金の支払いに

充てる助成金の額は、助成金交付総額の３０％以内でなければならない。 

３ 助成金は、研究等の実施以外にも使用可能な汎用性のある機器（コピー機、パソコン、タブ

レット及びその周辺機器等）にかかる経費の支出に充てることはできない。ただし、助成対

象研究を実施するため、高い処理能力を必要とするワークステーションを導入する等、特に

その必要性が認められる場合はこの限りではない。 

４ 間接経費は、助成金交付総額に含むものとし、その額は交付総額の１０％以内とする。 

５ 助成金の使途については、本約款で定めるもののほかは、各助成にかかる募集要項において

定めるところに従うものとする。 

（交付申請書記載事項の変更） 

第１１条 助成金受領者は、交付申請書記載事項について変更が生じる場合、事前に当財団にその旨を

報告した上で協議を行い、計画変更申請書を提出して、当財団の承認を得なければならない。

ただし、助成金交付総額の１０％未満の使途変更に関しては、最終収支報告書に記載するこ

とにより本項に基づく報告とすることができる。 

２ 計画変更申請書の内容が、交付申請書の内容にかかる中核的事項に変更が生じていると当財

団が判断し、その是正ができない場合には、当財団は、爾後の研究等の実施に助成金を使用

することの中止を命じ、または爾後の助成金交付を取りやめることができる。 

（所属研究機関の変更） 

第１２条 助成金受領者が、助成対象期間中に所属研究機関を変更する場合、事前に当財団にその旨及

び当財団が求めた事項を報告しなければならない。 

２ 助成金受領者が助成対象期間中に所属研究機関を変更した場合において、新旧の所属研究機

関が、研究等の実施の継続を認めていないことその他の研究継続が妥当でないと当財団が判

断した場合には、当財団は、爾後の研究等の実施に助成金を使用することの中止を命じ、ま

たは爾後の助成金交付を取りやめることができる。 

（報告事項） 

第１３条 助成金受領者は、次に定める報告書を、所定の期日までに提出しなければならない。 

（１）研究助成 

① 中間収支報告（（助成対象期間の初年度の末日時点の中間収支報告を、助成対象期間の２

年度の５月３１日までに提出すること） 

② 研究成果報告書（助成対象期間終了日までに提出すること） 

③ 最終収支報告書（助成対象期間終了日の属する年の６月３０日までに提出すること） 

（２）国際交流等助成 



① 国際交流活動報告書（派遣助成に基づき派遣された研究者が日本に帰国した日または

招聘助成に基づき招聘された研究者が日本を出国した日から３か月以内に提出するこ

と） 

② 最終収支報告書（国際交流活動報告書の提出期限と同じ） 

２    当財団は、助成金受領者に対して、研究等の実施の進捗状況、助成対象研究の成果の見通し

について、必要に応じて報告を求めることができ、助成金受領者は、速やかにこれに応じな

ければならない。 

（余剰金の返還） 

第１４条 所属研究機関は、研究等の実施後に助成金に余剰金が生じた場合、速やかに当財団に返還し

なければならない。 

（研究成果物の公表等） 

第１５条 当財団は、助成金受領者から提出された研究成果報告書または国際交流活動報告書、研究の

結果生じた論文等の成果物を公表することができる。ただし、助成金受領者が学術論文の投

稿や特許出願を行う場合において、助成金受領者から合理的な期間を指定して公表日の延期

を求められたときは、当財団はこれに応じて公表日を延期するものとする。 

２    助成金受領者は、助成対象研究にかかる研究成果を公表する場合、当財団から助成金の交付

を受けた旨及び当財団の名称を表示しなければならない。 

３  招聘助成にかかる助成金を受領した助成金受領者は、学会や会議等の冊子やウェブサイトに

当財団からの助成がなされたことを記載しなければならない。 

（知的財産権の帰属） 

第１６条 助成対象研究にかかる研究成果に関する特許権や著作権等の知的財産権は、助成金受領者に

帰属する。ただし、当財団は、助成金受領者から提出された研究成果報告書及び国際交流活

動報告書を出版することができる。 

（研究成果等の報告） 

第１７条 助成金受領者は、助成対象研究にかかる研究成果の全部または一部を刊行物等として発表す

る場合には、その発表時期に関わらず、その刊行物等を当財団に提出しなければならない。 

２ 助成金受領者は、助成対象研究について学会等からの賞を受賞した場合、当財団にその旨を

報告しなければならない。 

（書類保管と調査協力） 

第１８条 助成金受領者または所属研究機関は、第７条第１項に定める助成事業の支出内容に関する証

憑の書類を、助成対象期間の終了日から５年間保管しなければならない。 

２ 助成金の交付または使途等について官公署から調査を求められた場合には、助成金受領者及

び所属研究機関は、これに協力しなければならない。 

（取消） 

第１９条  当財団は、助成金受領者または所属研究機関が、次の各号の一に該当するとき、またはその事

実が判明したときは、助成金の交付決定を取り消し、交付を中止し、またはすでに交付した助

成金の一部もしくは全部の返還を求めることができる。 

（１）当財団に対して虚偽の申請、申出または報告を行ったとき 



（２）本約款に違反して助成金を使用したとき 

（３）助成対象研究が中止となったとき 

（４）第１１条または第１２条に定める手続を怠り、再三にわたる指導にも応じないとき 

（５）第１３条に定める報告を怠り、再三にわたる督促にも応じないとき 

（６）反社会的勢力とのつながりが判明したとき 

（７）前各号に定めるもののほか、本約款に違反し、助成金の交付が不適切であると当財団が認

めたとき 

（免責事項） 

第２２条  助成金受領者及び所属研究機関は、天災地変、戦争、内乱、その他の不可抗力により助成対

象研究を継続できなかった場合、その責任を負わないものとする。 

（約款の変更） 

第２３条  当財団は、本約款を助成事業年度ごとに変更できるものとする。 

２ 当財団は、本約款を変更する場合、変更後の約款の内容及び効力発生時期を、当財団のウェ

ブサイト等に掲示し、また助成金受領者及び所属研究機関に通知するものとする。 

（準拠法） 

第２４条  本約款の準拠法は、日本法とする。 

（管轄裁判所） 

第２５条  本約款に関連して生じた紛争については、東京地方裁判所を第一審専属管轄裁判所とする。 

 


